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１．人口ビジョンの位置付けと策定について

・人口ビジョンは、根室市における人口の現状を分析するとともに、人口に関する

市民の認識を共有し、今後目指すべき将来の方向と人口の将来展望を提示す

るものであり、「まち・ひと・しごと創生」の実現に向けた、効果的な施策を企画

立案する上で、重要な基礎として位置付けする。

・「根室市創生有識者会議」において、総合戦略のビジョンを広く検討するなか

で、更なる分析と方向性を加味し当ビジョンに反映させていくものとする。

・国や北海道の長期ビジョン及び総合戦略を始め、平成２７年３月に策定した、

第９期根室市総合計画を勘案し策定するものとする。

・今後、策定する根室市創生総合戦略は当ビジョンを基礎とし、根室市の人口動

向や産業実態等を踏まえ、平成２７年度(２０１５年度)から平成３１年度(２０１９

年度)の５ヶ年の政策目標・施策を策定する。

２．対象期間

・人口ビジョンの対象期間は、国の長期ビジョンの期間である平成７２年（２０６０

年）を基本とする。但し、国立社会保障・人口問題研究所（以下、社人研）の推

計期間である、平成５２年（２０４０年）を目処とするなど、今後の議論や地域の

実情に応じた期間を設定することがある。

３．将来人口の推計と分析

・社人研による「日本の地域別将来推計人口（平成２５年３月推計）」、日本創成

会議・人口減少問題検討分科会による「地域別将来人口推計（平成２６年５月

推計）」、根室市による「第９期根室市総合計画の将来人口推計」等既存の将来

人口推計を活用して、対象期間までの根室市における将来人口を分析する。

第１章 根室市人口ビジョンについて
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国の長期ビジョン（抜粋）

１．中長期展望 ２０６０年（平成７２年）を視野

◆人口減少問題の克服

２０６０年（平成７２年）に１億人程度の人口を確保

現状：日本の人口１億２７０８万３千人

（平成２６年１０月１日現在確定値：総務省統計局発表）

国民の希望が実現した場合の出生率＝１．８

◆成長力の確保

２０５０年（平成６２年）代に実質ＧＤＰ成長率１.５～２.０％程度維持

（人口安定化・生産性向上が実現した場合）

現状：０．０％（２０１４暦年実質年次ＧＤＰ：内閣府）

２．基本目標【成果指標２０２０年（平成３２年）】

◆地方における安定した雇用を創出する

・若者雇用創出数（地方）

２０２０年（平成３２年）までの５年間で３０万人

◆地方への新しいひとの流れをつくる

・地方・東京圏の転出入均衝（２０２０年）

地 方⇒東京圏転入 ６万人減

東京圏⇒地 方 転 出 ４万人増

◆若い世代の結婚・出産・子育ての希望をかなえる

・第１子出産前後の女性継続就業率

５５％【現状：２０１０年（平成２２年）３８％】

・結婚希望実績指標８０％【現状：２０１０年（平成２２年）６８％】

第２章 国の長期ビジョン
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３．人口の推移と長期的な見通し

◆社人研「日本の将来推計人口（平成２４年１月推計）」（出生中位（死亡中位））によると、

２０６０年(平成７２年)の総人口は約８,７００万人まで減少すると見通されており、２００８年

(平成２０年)に始まった人口減少は、今後加速度的に進むと予測される。

◆人口減少は地方から始まり、都市部へ広がっていく。東京の人口一極集中が顕著であ

り地方の社会動態に大きな影響を及ぼしている。

◆合計特殊出生率が２０２０年(平成３２年)に１．６程度、２０３０年(平成４２年)に１．８程度、

２０４０年（平成５２年）に２．０７程度まで上昇すると、２０６０年（平成７２年）の人口は約

１億２００万人となり、長期的には９,０００万人程度で概ね安定的に推移するものと推計さ

れる。

◆仮に合計特殊出生率が１．８や２．０７となる年次が５年ずつ遅くなると、将来の定常人口

が概ね３００万人程度少なくなると推計される。

第２章 国の長期ビジョン
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第３章 北海道の取組指針

北海道における人口減少問題に対する取組指針【抜粋】

１．総人口の推移

北海道の人口は、１９７０年代の高度経済成長期と１９９０年前後のバブル期に一時
的に減少に転じたものの、長期的には増加を続け１９９７年(平成９年)にピークとなる
約５７０万人に達したが、その後は減少に転じている。

２．自然増減・社会増減の推移

自然増減については、出生率の低下や母親世代の人口減少により出生数が減少傾向に

ある中、２００２年(平成１４年)までは死亡数が出生数を下回っていたため、自然増の

状況が続いていたが、２００３年(平成１５年)以降は自然減に転じている。

社会増減については、１９７０年代の高度経済成長期と１９９０年(平成２年)前後の

バブル期に大きく転出超過になるなど、年次ごとの変動はあるが１９９５年(平成７年)

を除く半世紀にわたり道外への転出超過が続いている。



３．北海道人口の将来推計

社人研の将来人口推計によると、２０４０年（平成５２年）の北海道の総人口は４１９万人

と２０１０年（平成２２年）の５５１万人を１００とした場合、７６．１の水準にまで急減すると推

計されている。

また、全道の人口が減少する中、札幌市への人口集中割合は、２０１０年(平成２２年)の

３４．８％から２０４０年（平成５２年）４０．９％にまで高まるとされており、地方の人口減少

が進むと見込まれている。

４．人口減少に関する対応方針

◆人口減少の進行の緩和

北海道の合計特殊出生率は２０１３年（平成２５年）で１．２８と、全国平均の１．４３を

下回っている。安心して子供を生み育てやすい環境づくりを進め、結婚や出産の希望を

かなえられる社会の実現を図り、自然減への対応を進める必要がある。

◆社会減（転入者数＜転出者数）への対応

地域からの人口流出の抑制と札幌一極集中への対応を進めるとともに、北海道全体

として道外への人口流出の抑制を図る必要がある。

５．人口減少により地域に生じる様々な課題への対応

生産年齢人口や年少人口の割合が低い北海道の人口構造を踏まえると、今後出生率

の向上や転出超過傾向の抑制が図られたとしても、人口減少の傾向は長期的に続くと見

込まれることから、人口減少の進行の緩和を図る方策とともに、人口減少が地域に与える

様々な課題への対応を同時に進める必要がある。

第３章 北海道の取組指針
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根室市の総人口は、１９６６年(昭和４１年)の４９,８９６人をピークに減少を続けている。

世帯数は１９８４年(昭和５９年)の１３,４４４世帯がピークとなり、その後も１万３千世帯

台で推移している。

１９７０年(昭和４５年)の１世帯当たりの家族人数は３.５５人であったが、２０１４年

(平成２６年)では２.１５人であり核家族化が進行している。

年齢３区分人口では、少子高齢化の進行から年少人口の減少と、老年人口の大幅な増加

が見られる。高齢化社会が急速に進むなかで、１５～６４歳の生産年齢人口に更なる社会

的負担の増加が予測される。
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根室市の人口ピラミッドを見てみると、団塊世代(第１次ベビーブーム)を含む６０歳代

が多く、２０歳以下が少ない状況となっており、第１次ベビーブームのピーク層が老齢世

代となっていることから、今後は急速な人口の自然減少が予測される。

最も大きな問題として２０歳代の女性人口が少なく、将来の子供の出生数に大きな影響

がでると予測され、将来人口の確保が非常に困難な状況となっていることから、若い女性

が住み続けたいと思うまちづくりが必要である。
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第４章 根室市人口動向分析

社会動態については２００海里規制による漁業の衰退を受け、１９８０年(昭和５５年)頃に転

出数がピークを迎え、１９９０年(平成２年)には８００人もの転出超過となっており、２０１０

年(平成２２年)以降も年間で３００人前後の転出超過が続いている。

自然動態については、１９９９年(平成１１年)から自然減(死亡数が出生数を上回る状況)に転

じており、現在も年間で１００人以上の自然減少が続いている。

死亡人数については、ほぼ横這いで推移しているが、出生数は１９８０年(昭和５５年)と比べ

ると約７１％も減少しており急速に少子化が進行している。

社会・自然動態を合計すると、２０１０年(平成２２年)以降も年間で概ね４００～５００人程

度の人口が減少している。
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転出 2,565 2,554 2,282 1,864 1,459 1,450 1,216 1,208 1,140 1,209 1,312

差引 ▲596 ▲715 ▲800 ▲504 ▲310 ▲426 ▲334 ▲329 ▲248 ▲329 ▲350
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資料：住民基本台帳

1980 1985 1990 1995 2000 2005 2010 2011 2012 2013 2014

出生 668 521 445 354 283 258 176 205 195 209 192

死亡 287 319 263 335 303 332 331 313 341 358 340

差引 381 202 182 19 ▲20 ▲74 ▲155 ▲108 ▲146 ▲149 ▲148
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資料：住民基本台帳
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人口動態を根室・釧路管内の各市町

村と比較すると、自然増加率について

は５位に位置しているが、社会増加率

については１０位と低位に位置してお
り、社会減少の縮小に向けた対策が重
要である。

「２０～３９歳女性」人口を見ると、

根室市総人口に対する割合は10.0％で

あり、根釧各市町村の中では中位に位

置している。

将来子供を産む女性若年層の減少

は、地域の出生数そのものに大きな影

響をあたえることから、女性若年層の

社会減少縮小に向けた対策が重要であ
る。

11

５．社会動態・自然動態の状況【根室・釧路管内各市町村との比較】

※自然増加率順・社会増加率順は、総務省資料 平成２５年人口動態(市区町村別)より作成

「20～39歳女性」人口　2010年(平成22年）

根釧 20～39歳

順位 女性人口

1 中標津町 23,982 2,995 12.5%

2 釧路町 20,526 2,373 11.6%

3 別海町 15,855 1,783 11.2%

4 釧路市 181,169 20,168 11.1%

5 標津町 5,646 592 10.5%

6 厚岸町 10,630 1,075 10.1%

7 根室市 29,201 2,930 10.0%

7 羅臼町 5,885 586 10.0%

9 浜中町 6,511 641 9.8%

10 鶴居村 2,627 232 8.8%

11 標茶町 8,285 719 8.7%

12 白糠町 9,294 783 8.4%

13 弟子屈町 8,278 685 8.3%

総人口 割合

（資料：地域人口減少白書）

市町村

自然増加率順 ２０１３年(平成２５年)

1 中標津町 -0.03

2 別海町 -0.04

3 釧路町 -0.12

4 釧路市 -0.48

5 根室市 -0.51

6 羅臼町 -0.52

7 弟子屈町 -0.59

8 標津町 -0.64

9 標茶町 -0.67

10 浜中町 -0.71

11 厚岸町 -0.78

12 鶴居村 -0.79

13 白糠町 -1.17

参考 国 -0.18

参考 北海道 -0.39

市町村 自然増加率順位

社会増加率順　2 0 1 3 年（ 平成２５年）

1 鶴居村 0.99

2 中標津町 -0.14

3 弟子屈町 -0.48

4 浜中町 -0.50

5 釧路町 -0.67

6 釧路市 -0.69

7 標津町 -0.75

8 別海町 -0.78

9 厚岸町 -1.04

10 根室市 -1.09

11 標茶町 -1.69

12 白糠町 -1.95

13 羅臼町 -2.05

参考 国 -0.01

参考 北海道 -0.15

市町村順位 社会増加率
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12

転出・転入ともに札幌市が最も多く、転出超過は

１１３人となっている。相対的に、根室市から各市町

村への転出が多い状況となっており、社会増減の抑制

対策が必要である。

※移動人数５人未満は未掲載。

※道内は各市町村、道外は都府県単位で表記。
（資料：住民基本台帳人口移動報告）

（資料：住民基本台帳人口移動報告）

（資料：住民基本台帳人口移動報告）

６．転出・転入の状況

転出　2013年(平成25年) 転入  2013年(平成25年) 転入－転出　2013年(平成25年)

移動後の住所地 移動前の住所地

都道府県、市区町村 都道府県、市区町村

【 転 出 合 計 】 （1,185） 【 転 入 合 計 】 （871） 【 合　　　　計 】 （▲314）

【 道 内 合 計 】 （954） 【 道 内 合 計 】 （687） 【 道 内 合 計 】 （▲267）

  100 札    幌    市 303   100 札    幌    市 190    札    幌    市 ▲113

  206 釧    路    市 133   206 釧    路    市 74    釧    路    市 ▲59

  691 別    海    町 67   691 別    海    町 41    別    海    町 ▲26

 13  東    京     都 58   692 中  標  津  町 40 東    京     都 ▲20

  692 中  標  津  町 46  13  東    京     都 38    旭    川    市 ▲18

  207 帯    広    市 38   211 網    走    市 33 千    葉     県 ▲15

  204 旭    川    市 32   207 帯    広    市 26    千    歳    市 ▲14

  224 千    歳    市 26   662 厚    岸    町 21    帯    広    市 ▲12

 11  埼    玉     県 26  11  埼    玉     県 21    白    老    町 ▲12

  208 北    見    市 21   217 江    別    市 17    白    糠    町 ▲12

  211 網    走    市 20  14  神  奈  川   県 17    室    蘭    市 ▲9

 12  千    葉     県 20   694 羅    臼    町 16    北    見    市 ▲9

  203 小    樽    市 14   213 苫  小  牧  市 15    当    別    町 ▲9

 02  青    森     県 14   204 旭    川    市 14    森          町 ▲9

 14  神  奈  川   県 14   693 標    津    町 14    美    幌    町 ▲9

  213 苫  小  牧  市 13   202 函    館    市 12 新    潟     県 ▲7

  578 白    老    町 13   208 北    見    市 12    中  標  津  町 ▲6

  668 白    糠    町 13   224 千    歳    市 12 青    森     県 ▲6

 23  愛    知     県 13   661 釧    路    町 12    小    樽    市 ▲5

  202 函    館    市 12  23  愛    知     県 11    遠    軽    町 ▲5

  205 室    蘭    市 12  47  沖    縄     県 11    大　　空　　町 ▲5

  217 江    別    市 12   234 北  広  島  市 10    音    更    町 ▲5

  543 美    幌    町 11  22  静    岡     県 10    本    別    町 ▲5

  303 当    別    町 10   203 小    樽    市 9 群    馬     県 ▲5

  210 岩  見  沢  市 9   607 浦    河    町 9    埼    玉     県 ▲5

  345 森          町 9   663 浜    中    町 9    岐    阜     県 ▲5

  662 厚    岸    町 9  02  青    森     県 8    江    別    市 5

  694 羅    臼    町 9  40  福    岡     県 8    深    川    市 5

  663 浜    中    町 8   228 深    川    市 7    北  広  島  市 6

 04  宮    城     県 8  28  兵    庫     県 7    浦    河    町 6

 15  新    潟     県 8   210 岩  見  沢  市 5    沖    縄     県 6

 27  大    阪     府 8   231 恵    庭    市 5    羅    臼    町 7

  214 稚    内    市 7  04  宮    城     県 5    釧    路    町 9

  555 遠    軽    町 7  12  千    葉     県 5    静    岡     県 9

 34  広    島     県 7  26  京    都     府 5    標    津    町 11

  225 滝    川    市 6  34  広    島     県 5    厚    岸    町 12

 40  福    岡     県 6    網    走    市 13

  564 大　　空　　町 5

  631 音    更    町 5

  646 本    別    町 5

  665 弟  子  屈  町 5

 10  群    馬     県 5

 21  岐    阜     県 5

 28  兵    庫     県 5

 47  沖    縄     県 5

社会増減人数 人数 都道府県、市区町村
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転出・転入ともに札幌市が

最も多く、転入と転出の差引

は１０１人の転出超過となっ

ている。進学が多いためと考

えられるが、中標津町や別海

町、釧路市の近隣市町村への

転出も見られる。

※移動人数５人未満は未掲載

※道内は各市町村、道外は都

府県単位で表記。
13

転出　2012年(平成24年) 転入  2012年(平成24年) 転入－転出　2012年(平成24年)

移動後の住所地 移動前の住所地

都道府県、市区町村 都道府県、市区町村

【 転 出 合 計 】 （1,139） 【 転 入 合 計 】 （888） 【 合　　　　計 】 （▲251）

【 道 内 合 計 】 （932） 【 道 内 合 計 】 （730） 【 道 内 合 計 】 （▲202）

  100 札    幌    市 304   100 札    幌    市 203   100 札    幌    市 ▲101

  206 釧    路    市 128   206 釧    路    市 105   692 中  標  津  町 ▲34

  692 中  標  津  町 72   207 帯    広    市 40  13  東    京     都 ▲26

 13  東    京     都 51   692 中  標  津  町 38   206 釧    路    市 ▲23

  207 帯    広    市 34  13  東    京     都 25   208 北    見    市 ▲16

  691 別    海    町 30   202 函    館    市 24   224 千    歳    市 ▲16

  208 北    見    市 24   691 別    海    町 24  22  静    岡     県 ▲11

  224 千    歳    市 24   203 小    樽    市 20   211 網    走    市 ▲10

  204 旭    川    市 22   214 稚    内    市 20   204 旭    川    市 ▲9

  203 小    樽    市 21   694 羅    臼    町 20  12  千    葉     県 ▲9

 12  千    葉     県 21  11  埼    玉     県 20  27  大    阪     府 ▲8

  211 網    走    市 19   213 苫  小  牧  市 17   210 岩  見  沢  市 ▲7

  217 江    別    市 19  02  青    森     県 16   217 江    別    市 ▲7

 11  埼    玉     県 18   205 室    蘭    市 15   231 恵    庭    市 ▲7

  202 函    館    市 17   662 厚    岸    町 15   691 別    海    町 ▲6

 22  静    岡     県 17   230 登    別    市 14   221 名    寄    市 ▲5

 02  青    森     県 14   204 旭    川    市 13   663 浜    中    町 5

  694 羅    臼    町 13  14  神  奈  川   県 13   207 帯    広    市 6

  210 岩  見  沢  市 12   217 江    別    市 12   545 斜    里    町 6

  662 厚    岸    町 12  12  千    葉     県 12   202 函    館    市 7

  661 釧    路    町 10   219 紋    別    市 10   205 室    蘭    市 7

 14  神  奈  川   県 10   661 釧    路    町 10   694 羅    臼    町 7

 27  大    阪     府 10   211 網    走    市 9  47  沖    縄     県 7

  219 紋    別    市 9  16  富    山     県 9   213 苫  小  牧  市 11

  231 恵    庭    市 9   208 北    見    市 8   230 登    別    市 12

  693 標    津    町 9   224 千    歳    市 8   214 稚    内    市 13

  205 室    蘭    市 8   212 留    萌    市 7

  212 留    萌    市 7  47  沖    縄     県 7

  214 稚    内    市 7   545 斜    里    町 6

 04  宮    城     県 7   607 浦    河    町 6

 16  富    山     県 7   693 標    津    町 6

 23  愛    知     県 7  04  宮    城     県 6

  213 苫  小  牧  市 6  22  静    岡     県 6

  221 名    寄    市 6   210 岩  見  沢  市 5

  665 弟  子  屈  町 6   346 八    雲    町 5

 26  京    都     府 6   663 浜    中    町 5

  228 深    川    市 5  23  愛    知     県 5

  361 江    差    町 5

  607 浦    河    町 5

(資料：住民基本台帳人口移動報告)

(資料：住民基本台帳人口移動報告)

人数 人数

(資料：住民基本台帳人口移動報告)

増加数都道府県、市区町村
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資料：国勢調査 移動人口の男女・年齢等集計より作成

７．転出・転入年齢人口の分析

転出を年齢別で分析すると、男性は３５～３９歳、女性は２０～２４歳の動態が激しく、

転入は男性が２５～２９歳、女性は２０～２４歳が最も多い。

５年間の総数(男女計)としては、転出３,５５５人・転入２,３９２人となっており差引で

１,１６３人の転出超過となっている。

また、結婚・出産が多い年代である２０～３９歳の社会動態を見ると、男性９４人・女性
８３人の転出超過となっており、この年代の社会減少抑制対策が必要である。

転
出

転
入
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８．合計特殊出生率推移

一人の女性が、生涯に産むと見込まれる子供の人数を表し、１５～４９歳の女性が産んだ人数
をもとに算出され２.０７が人口を維持できる水準とされる。

根室市の合計特殊出生率は、国及び北海道より高い水準で推移しているが、釧路管内(平均値)

を除く近隣市町村と比較すると低位で推移している。合計特殊出生率は都市部で低くなる傾向で

あり、大多数の市町村で年々数値が減少している状況にある。

人口維持水準とされる２.０７を国及び北海道、各市町村でも大きく下回っており対策が急務

となっている。

15

1983-1987 1988-1992 1993-1997 1998-2002 2003-2007 2008-2012

国 1.75 1.56 1.44 1.34 1.31 1.38

道 1.62 1.45 1.33 1.24 1.19 1.25

根室市 1.79 1.74 1.6 1.52 1.61 1.53

人口維持水準 2.07 2.07 2.07 2.07 2.07 2.07
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（資料：人口動態統計特殊報告）

人口維持水準 ２.０７

1983-1987 1988-1992 1993-1997 1998-2002 2003-2007 2008-2012

根室市 1.79 1.74 1.6 1.52 1.61 1.53

別海町 2.35 2.04 1.86 1.82 1.85 1.86

中標津町 1.86 1.76 1.64 1.6 1.61 1.63

釧路管内 1.73 1.56 1.42 1.34 1.38 1.39

人口維持水準 2.07 2.07 2.07 2.07 2.07 2.07
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（資料：人口動態統計特殊報告）

人口維持水準 2.０７
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９．人口減少段階分析

社人研準拠の人口推計を用いて、年齢３区分人口の推移を指数化し分析すると、２０４０

年(平成５２年)に根室市の人口減少段階は【第３段階】に入ると推測される。特に年少人口

の減少が激しく、２０１０年(平成２２年)と比較すると５６％も減少する推計となる。

推計では２０３５年(平成４７年)頃から老年人口も減少し、第２段階に進むと予測されて

おり、その後すぐに老年人口減少が進行する第３段階に入ると予測される。

◆人口減少は以下の３つの段階を経て進行するとされている。

第１段階「老年人口の増加＋生産年齢・年少人口の減少」

第２段階「老年人口の維持または微減＋生産年齢・年少人口の減少」

第３段階「老年人口の減少＋生産年齢・年少人口の減少」⇒本格的な人口減少時代へ

※２０１０年(平成２２年)の人口を１００として、年齢３区分階級の各人口を指数化し推計

2010年 2015年 2020年 2025年 2030年 2035年 2040年 2045年 2050年 2055年 2060年

年少 100 85 71 61 54 49 44 40 35 30 26

生産年齢 100 89 80 73 65 58 51 46 41 37 33

老年 100 107 110 107 103 97 92 85 76 68 62

総人口 100 93 87 80 74 67 61 55 50 44 40

20

30

40

50

60

70

80

90

100

110

指
数

人口減少段階推計

第１段階 第２段階 第３段階

(住民基本台帳を基に作成、2015以降は社人研推計値)
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2010年を100 人口減少
とした場合の

(平成22年) (平成52年) 2040年の指数
老 年 人 口 7,732人 7,136人 92
生 産 年 齢 人口 17,901人 9,174人 51
年 少 人 口 3,565人 1,581人 44
総 人 口 29,198人 17,891人 61

段　　　階

3

区 分
2010年 2040年
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（資料：国勢調査）

１次産業 ２次産業 ３次産業 その他

(年)

１０．産業別就業人口の推移

就業人口は１９７７年(昭和５２年)のサケマス２００海里規制の影響を受け、１９７５年(昭和５０年)か

ら１９８０年(昭和５５年)の間に減少に転じている。１９７５年(昭和５０年)と２０１０年(平成２２年)の

就業人口を比較すると７,９０２人減少し、減少率は３４.３％となっており、働く場の減少が顕著である。

産業別の就業人口割合では、第一次産業が減少し第三次産業が増加している状況で、これは他市町村とも

共通した推移になっているが、主要産業のひとつである漁業は減少が大きい。

就業人口の割合では、第三次産業の小売・卸売業が減少し商業の減少が見られるが、産業別就業人口割合

及び産業生産額割合では、第三次産業が約半数を占めている。
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１１．地区別人口推移

根室市の地区別の人口推移は、酪陽・初田牛・花咲町・東厚床が３０％以上の減少率と

なっており、市街地では花咲町・梅ヶ枝町・弥生町が高い減少率となっている。

一方、増加している地区は明郷・湖南・西和田となっている。

18

地区別人口推移

Ｈ 17 Ｈ 26 Ｈ 17 Ｈ 26

北 浜 町 100 92 ▲8 ▲8.0 月 岡 町 475 435 ▲40 ▲8.4

琴 平 町 452 399 ▲53 ▲11.7 宝 林 町 2,276 2,071 ▲205 ▲9.0

弁 天 町 322 311 ▲11 ▲3.4 昭 和 町 2,221 1,950 ▲271 ▲12.2

駒 場 町 2,379 2,076 ▲303 ▲12.7 光 洋 町 3,672 3,397 ▲275 ▲7.5

汐 見 町 358 325 ▲33 ▲9.2 牧 の 内 193 138 ▲55 ▲28.5

海 岸 町 21 20 ▲1 ▲4.8 桂     木 151 135 ▲16 ▲10.6

千 島 町 464 459 ▲5 ▲1.1 花 咲 港 796 572 ▲224 ▲28.1

栄   　町 287 238 ▲49 ▲17.1 穂     香 146 141 ▲5 ▲3.4

月 見 町 96 79 ▲17 ▲17.7 幌 茂 尻 186 149 ▲37 ▲19.9

明 治 町 1,543 1,542 ▲1 ▲0.1 温 根 沼 151 124 ▲27 ▲17.9

曙     町 416 376 ▲40 ▲9.6 東     梅 195 184 ▲11 ▲5.6

宝     町 522 483 ▲39 ▲7.5 酪     陽 18 10 ▲8 ▲44.4

有 磯 町 378 370 ▲8 ▲2.1 東 和 田 79 77 ▲2 ▲2.5

朝 日 町 223 213 ▲10 ▲4.5 西 和 田 95 96 1 1.1

鳴 海 町 266 210 ▲56 ▲21.1 長     節 124 120 ▲4 ▲3.2

本     町 242 206 ▲36 ▲14.9 浜     松 109 107 ▲2 ▲1.8

花 咲 町 104 72 ▲32 ▲30.8 昆 布 盛 252 238 ▲14 ▲5.6

松ヶ枝町 166 143 ▲23 ▲13.9 落 石 東 207 195 ▲12 ▲5.8

弥 栄 町 162 139 ▲23 ▲14.2 落 石 西 311 256 ▲55 ▲17.7

幸     町 499 380 ▲119 ▲23.8 別 当 賀 73 58 ▲15 ▲20.5

大 正 町 339 317 ▲22 ▲6.5 初 田 牛 77 48 ▲29 ▲37.7

常 盤 町 217 176 ▲41 ▲18.9 東 厚 床 33 23 ▲10 ▲30.3

緑     町 278 231 ▲47 ▲16.9 厚     床 357 284 ▲73 ▲20.4

梅ヶ枝町 124 89 ▲35 ▲28.2 西 厚 床 51 43 ▲8 ▲15.7

弥 生 町 261 187 ▲74 ▲28.4 明     郷 17 19 2 11.8

清 隆 町 278 219 ▲59 ▲21.2 湖     南 77 84 7 9.1

光 和 町 485 429 ▲56 ▲11.5 川     口 44 37 ▲7 ▲15.9

北 斗 町 288 221 ▲67 ▲23.3 槍     昔 60 56 ▲4 ▲6.7

平 内 町 350 279 ▲71 ▲20.3 友     知 354 262 ▲92 ▲26.0

岬     町 292 239 ▲53 ▲18.2 双     沖 303 257 ▲46 ▲15.2

定 基 町 301 277 ▲24 ▲8.0 歯     舞 1,021 839 ▲182 ▲17.8

松 本 町 317 288 ▲29 ▲9.1 珸 瑤 瑁 628 527 ▲101 ▲16.1

敷 島 町 259 229 ▲30 ▲11.6 納 沙 布 146 137 ▲9 ▲6.2

花 園 町 807 650 ▲157 ▲19.5 温 根 元 267 221 ▲46 ▲17.2

西 浜 町 2,930 2,728 ▲202 ▲6.9 豊     里 80 68 ▲12 ▲15.0

総     数 31,771 28,050 ▲3,721 ▲11.7

単位：人・％

町 名
人 口

増 減 人 数 増 減 率 町 名
人 口

増 減 人 数 増 減 率

資料：住民基本台帳
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社人研及び民間機関である日本創成会議、国の合計特殊出生率目標を用いて根室市の将来人

口について推計を行った。

２５年後の２０４０年(平成５２年)を見てみると、社人研推計で１７,８９１人(２０１０年

対比３８.７％減少）、日本創成会議１５,７１４人(同比４６.２％減少)と、いずれの推計にお

いても２５年間で１万人以上の人口が減少する見込みである。

２０６０年(平成７２年)では、社人研推計で１１,５５４人(２０１０年対比６０.４％減少)

であるが、国の合計特殊出生率を用いて推計すると１５,２５７人(２０１０年対比４７.７％減

少)で、社人研推計と比較し３,７０３人の差がでている。

◆推計方法

社人研推計：２０４０年(平成５２年)までの出生・死亡・移動等の傾向が、その後も継続すると仮定して

２０６０年(平成７２年)まで推計。

日本創成会議推計：全国の移動総数が概ね一定水準との仮定で２０４０年(平成５２年)まで推計。

国の目標：「我が国の人口の推移と長期的な見通し」の合計特殊出生率仮定値(２０２０年に１.６程度、

２０３０年に１.８程度、２０４０年に２.０７程度)を用いて推計し、２０４０年以降は

２.０７を仮定値として使用。

◆推計の前提条件

①コーホート要因法(５歳階級別人口)により推計。

②基準人口：２０１５年(平成２７年)社人研推計人口。

③日本創成会議推計は将来の人口移動が収束しないとした仮定で、２０４０年(平成５２年)迄の推計。
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１．根室市総人口の将来推計

2010年 2015年 2020年 2025年 2030年 2035年 2040年 2045年 2050年 2055年 2060年

社人研推計 29,198 27,199 25,390 23,491 21,570 19,696 17,891 16,143 14,499 12,962 11,554

日本創成会議推計 29,198 27,199 24,990 22,623 20,249 17,931 15,714

国の目標 29,198 27,199 25,584 23,840 22,325 20,852 19,573 18,346 17,205 16,162 15,257
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根室市総人口将来推計(社人研・日本創成会議・国の合計特殊出生率目標)

根室市総合
計画目標年度②

根室市総合
計画目標年度①
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根室市独自推計①については、合計特殊出生率の向上によって、社人研推計人口と比べると

１,１１０人の減少抑制が見込まれる。

根室市独自推計②については、合計特殊出生率の向上と純移動率の縮小(転出超過の縮小)に

より、根室市独自推計①に対し２,５９８人、社人研人口推計から３,７０８人の減少抑制が見

込まれる。

これらを実現するためには、出生率の向上と転出超過の抑制に向けた具体的な施策を、早急

に推し進める必要がある。

20

◆推計方法

根室市独自推計①：下記の第９期総合計画の合計特殊出生率目標値を用いて推計。

ア．２０１１年(平成２３年)現状値１.３７【２０１５年の仮定値に使用】

イ．２０２０年(平成３２年)目標値１.４９

ウ．２０２５年(平成３７年)目標値１.６１【２０２５～２０６０年までの仮定値に使用】

根室市独自推計②：根室市独自推計①に純移動率が年間０.１ポイント縮小すると仮定して推計。

◆推計の前提条件

①コーホート要因法(５歳階級別人口)により推計

②基準人口：２０１５年(平成２７年)社人研推計人口。

2010年 2015年 2020年 2025年 2030年 2035年 2040年 2045年 2050年 2055年 2060年

社人研推計 29,198 27,199 25,390 23,491 21,570 19,696 17,891 16,143 14,499 12,962 11,554

根室市独自推計① 29,198 27,199 25,497 23,762 21,984 20,238 18,553 16,923 15,395 13,965 12,664

根室市独自推計② 29,198 27,199 26,043 24,790 23,427 22,030 20,628 19,218 17,847 16,516 15,262
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社人研の推計では、根室市の総人口は２０６０年に１１,５５４人となる推計であ

り、出生数の増加または社会減少が今後も改善されない場合、この推計人口に高い確

率で進むと推測され、市内経済状況の停滞等が続き社会減が進めば、人口１万人を切

る事態も十分予測される。

また、年齢３区分階級別割合では生産年齢人口割合と、老年人口割合の差が少なく

なる傾向であり、生産年齢世代の負担が大きくなると予測される。
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２.年齢３区分人口推計

注：年齢３区分人口と推計総人口は端数の関係で一致しない場合がある。
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２０６０年(平成７２年)の根室市独自推計①では、合計特殊出生率の向上により、

年少人口が１,３２３人となる見込みであり、社人研推計９１３人より４１０人減少

が縮小する見込みである。

しかし、生産年齢人口の減少傾向は歯止めがかからない推計となっていることか

ら、転出超過の解消に向けた早急な対策が重要となる。

22

注：年齢３区分人口と推計総人口は端数の関係で一致しない場合がある。
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２０６０年(平成７２年)の根室市独自推計②では、合計特殊出生率の向上と純移動

率の縮小により、生産年齢人口が７,９７０人となる見込みであり、社人研推計５,８

４２人より２,１２８人減少が縮小する見込みである。

年齢３区分階級別割合では生産年齢人口割合が、２０４５年(平成５７年)以降増加

に転じる推計となっている。
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注：年齢３区分人口と推計総人口は端数の関係で一致しない場合がある。
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２０～３９歳女性の将来推計人口は、日本創成会議が発表した消滅可能性都市の根拠と

なったものである。将来人口の維持において２０～３９歳女性の人口は非常に重要である

が、日本創成会議の推定では２０４０年に１,２２５人の見込みで２０１０年(平成２２年)

と比べると１,７０５人減少する見込みとなっている。若い女性が根室市に住み続けたいと

思うまちづくりが、人口維持につながる重要な対策となる。

２０６０年(平成７２年)では、社人研推計人口８８３人に対し、根室市の将来人口推計

②では１,２０３人と社人研推計より３２０人上回るが、２０１０年(平成２２年)と比べ

ると約６割も減少する推計となっている。

２０～３９歳女性割合を社人研推計割合の７.６％から、根室市人口推計②の７.９％まで

引き上げ、結婚・出産の適齢期である２０～３９歳女性の定住を目指す。
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３．２０～３９歳女性人口の将来推計

根室市総合
計画目標年度①

2010年 2015年 2020年 2025年 2030年 2035年 2040年 2045年 2050年 2055年 2060年

社人研推計人口 2,930 2,532 2,325 2,200 1,964 1,720 1,476 1,247 1,105 979 883

創成会議推計人口 2,930 2,532 2,285 2,097 1,812 1,514 1,225

根室市独自推計② 2,930 2,532 2,357 2,253 2,026 1,782 1,576 1,414 1,340 1,277 1,203
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計画目標年度①

2010年 2015年 2020年 2025年 2030年 2035年 2040年 2045年 2050年 2055年 2060年

社人研推計人口 10.0% 9.3% 9.2% 9.4% 9.1% 8.7% 8.2% 7.7% 7.6% 7.6% 7.6%

創成会議推計人口 10.0% 9.3% 9.1% 9.3% 8.9% 8.4% 7.8%

根室市独自推計② 10.0% 9.3% 9.1% 9.1% 8.6% 8.1% 7.6% 7.4% 7.5% 7.7% 7.9%

10.0%

9.2% 9.4%

8.2%

7.6%
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6.0%

7.0%

8.0%

9.0%

10.0%
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【推計方法】

①基準年 ２０１０年(平成２２年)

②影響度は５段階により表示

【自然増減影響度基準】 【社会増減影響度基準】

１段階：１００％未満 １段階：１００％未満

２段階：１００～１０５％ ２段階：１００～１１０％

３段階：１０５～１１０％ ３段階：１１０～１２０％

４段階：１１０～１１５％ ４段階：１２０～１３０％

５段階：１１５％以上 ５段階：１３０％以上

◆計算方法①は社人研人口推計において、合計特殊出生率が平成５２年までに人口置換水

準２.１０まで上昇すると仮定している。計算方法②は社人研人口推計を用いており、

①と②の相違点は出生に係る仮定値のみを変更している。

仮に出生率が人口置換水準まで上昇した場合に、３０年後の人口がどの程度増加したか

を表しており、その値が大きいほど出生の影響度が大きい(現在の根室市における出生

率が低い)ことを意味している。

◆計算方法③は①の仮定基準に加えて、人口移動がゼロになった場合を推計している。

３０年後の人口がどの程度減少したかを表し、その値が大きいほど人口移動の影響度が

大きい(現在の根室市における転出超過が大きい)ことを意味している。

考察：上図より、根室市における人口減少は社会増減の影響が大きいことがわかり、自然増

減の影響度３に対して、社会増減の影響度は４となっている。

このことから、人口の社会動態の増加をもたらす転入増加対策(または転出抑制対策)

を重点的に取り組む必要がある。
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４．将来人口に及ぼす自然増減・社会増減の影響度分析

自然・社会増減の影響度

分　　類 計　算　方　法 影響度

①【社人研推計に合計特殊出生率2.10へ改善】の2040年推計人口＝18,970人

②社人研推計の2040年人口＝17,891人

計算式　①18,970人／②17,891人＝106.0％

③【社人研推計に合計特殊出生率2.10へ改善、純移動率ゼロ】の2040年推計人口＝23,087人

①【社人研推計に合計特殊出生率2.10へ改善】の2040年推計人口＝18,970人

計算式　③23,087人／①18,970人＝121.7％

3自然増減の影響度

社会増減の影響度 4
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（資料：社人研 日本の地域別将来推計人口）

参考：北海道市町村の自然増減と社会増減の影響度【平成52年(2040年)推計】

1 2 3 4 5 道内総計

芽室町 芽室町・ニセコ町 札幌市・札幌白石区 仁木町

音更町 幕別町・鹿部町 札幌西区・札幌厚別区 札幌中央区

更別村 七飯町・恵庭市 札幌北区・札幌手稲区 札幌豊平区

千歳市・東神楽町 札幌清田区・札幌東区

清水町・安平町 砂川市・北斗市 札幌南区 江別市

月形町・留寿都村 旭川市・帯広市 北広島市

鷹栖町・赤井川村 北見市・西興部村 岩見沢市

中標津町・鶴居村 網走市・石狩市

長沼町・斜里町

苫小牧市・伊達市

今金町・中札内村

室蘭市・名寄市

富良野市・登別市

泊村 中富良野町・黒松内町 北竜町・秩父別町 占冠村・増毛町

京極町 下川町・猿払村 新十津川町・新得町 長万部町・豊浦町

神恵内村・倶知安町 新冠町・当麻町 小樽市・雨竜町

大樹町・広尾町 枝幸町・興部町 函館市

厚真町・士幌町 美幌町・美深町

上士幌町・大空町 佐呂間町・遠軽町

知内町・鹿追町 湧別町・白老町

小清水町 美瑛町・池田町

比布町・剣淵町

栗山町・余市町

稚内市・森町

八雲町・新篠津村

社会増減 釧路市・寿都町

の影響度 滝川市

(2040年) えりも町 乙部町・弟子屈町 津別町・むかわ町 古平町 当別町

本別町・羽幌町 新ひだか町・壮瞥町 美唄市

厚沢部町・初山別町 置戸町・紋別市 雄武町

足寄町・訓子府町 士別市・滝上町

島牧村・上富良野町 根室市・深川市

共和町・喜茂別町 浦臼町・南富良野町

真狩村・別海町 由仁町・上川町

日高町・和寒町 愛別町・岩内町

標茶町 積丹町・沼田町

奈井江町・標津町

蘭越町・小平町

浜中町・洞爺湖町

厚岸町・釧路町

幌延町・浜頓別町

利尻富士町 陸別町・浦幌町 苫前町・せたな町 赤平市 音威子府村

利尻町・礼文町 白糠町・上砂川町 南幌町

奥尻町・清里町 豊頃町・浦河町 福島町

中頓別町・天塩町 様似町・江差町

豊富町・遠別町 歌志内市・松前町

幌加内町・中川町 羅臼町・三笠市

妹背牛町・平取町 木古内町・芦別市

上ノ国町・留萌市

夕張市

4 57 98 24 6 189

(2.1%) (30.2%) (51.9%) (12.7%) (3.2%) (100%)
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道内総計

自然増減の影響度(2040年)

(19%)

1

2
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4

(15.9%)

51

(27%)

50

(26.5%)
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(11.6%)
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１.公共施設の将来負担推計

根室市の公共施設は、２０１３年度(平成２５年度)で総施設数４５３件、総延床面積２２８,

３３４.６㎡であり、市民一人当たりに換算すると７.９８㎡/人の延床面積を保有している。

この市民一人当たりの延床面積７.９８㎡/人を、２０５５年(平成６７年)の根室市人口推計

１６,５１６人で保有すると仮定した場合、保有可能な総延床面積は１３１,７９７.７㎡となり

現状の約４２.３％もの公共施設(延床面積)が保有困難な推計となる。

また、２０５３年度(平成６５年度)の推定整備額を２０５５年度(平成６７年)の推計人口を

用いて負担額試算をすると、一人当たり２５６,１１５円となり２０１３年度(平成２５年度)と

比べ２.７倍に増加する。

公共施設の耐震化については、１９８１年(昭和５６年)以前に建築された旧耐震基準の割合

が４８.８％、これ以降に建築された新耐震基準のものが５１.２％となっている。耐震化未実

施の公共施設が１６.９％あり、耐震化の早期実施が必要な状態にある。
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公共施設の将来負担推計(単年度平均額)
年度・総人口

一人当たり 40年後の推計 一人当たり

区分 A 整備額 B

公共施設 23.26億円 81,303円 22.8億円 138,048円 1.7

道   路 1.48億円 5,173円 6.7億円 40,567円 7.8

橋りょう 0.28億円 979円 0.4億円 2,422円 2.5

上水道 2.04億円 7,131円 7.5億円 45,411円 6.4

下水道 0.12億円 419円 4.9億円 29,668円 70.8

合　 計 27.18億円 95,005円 42.3億円 256,115円 2.7

※2013年度の人口は2013年9月基準、2053年度の推計人口は2055年の人口推計を用いて試算

※公共施設 直近5年実績には病院新築経費を含む。

直近5年の実績

倍率

B/A

2013年度(平成25年度)

人口 28,609人

2053年度(平成65年度)

推計人口 16,516人
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公共施設の割合は、公営住宅と学校施設で全体の６１％を占めており、人口に対する保有

面積適正化のため運用の検討が必要となる。

根室市の公共施設面積は、一人当たり７.９８㎡/人であり同規模人口類似平均の５.４４

㎡/人より２.５４㎡/人多い状態となっている。将来人口推計及び同規模の人口類似平均か

ら試算すると、現状の公共施設の必要削減率は５６.２％にもなり、将来半数を超える施設

が維持困難な状態になると推測される。
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公営住宅 30.8%

学校 30.2%
病院施設(病院会計) 6.0%

供給処理施設 3.9%

文化施設 3.2%

スポーツ施設 3.1%

庁舎等 2.6%

産業関連施設 2.5%

集会施設 2.3%

ﾚｸﾚｰｼｮﾝ・観光施設 1.8%

保育所等 1.3%

消防施設 1.1%

その他行政系施設 1.2%

その他行政系施設 0.9%

博物館等 0.8%

高齢福祉施設 0.6%

その他社会福祉施設 0.6%
医療施設 0.4%

児童福祉施設 0.2%

児童福祉施設 0.2%

その他 6.8%

公共施設(建造物)の割合

延床面積228,334.6㎡

公共施設適正面積の推計

2013年度(平成25年度) 2053年度(平成65年度)

2013年度　5.44

2053年度　6.06

- 228,334.6 228,334.6

- 155,633.0 100,087.0

- 72,701.6 128,247.6

- ▲31.8 ▲56.2

※東洋大学ＰＰＰセンター資料より(全国人口規模27,500～30,000人の自治体平均値)

　(全国の人口規模　2013年：27,500～30,000人、2053年15,000～17,500人)

※2013年度の人口は2013年9月基準、2053年度の推計人口は2055年の人口推計を用いて試算

※適正面積の算出方法　2013年度人口28,609人×人口類似平均5.44㎡/人

　　　　　　　　　　　　　　　　  2053年度推計人口16,516人×人口類似平均6.06㎡/人

一人当たり面積(㎡) 7.98 7.98

必要削減率(％)

現有総床面積(㎡)

適正面積(㎡)

差引面積(㎡)[削減面積]

区　　　　　分 人口類似平均
根　室　市
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２．個人市民税推計

根室市の重要な収入である、個人市民税を根室市人口将来推計から予測する。

現在、市民一人当たりの個人市民税は２０１３年(平成２５年)で４４.２千円となって

おり、同年の総額で１,２７２百万円となっている。

将来人口推計から試算すると、２５年後の２０４０年(平成５２年)には９２６百万円と

２０１３年(平成２５年)と比べ３４５百万円、約２７％の市民税が減少すると推計される。

また、４５年後の２０６０年(平成７２年)の市民税は６８５百万円と２０１３年(平成

２５年)と比べて５８６百万円、約４６.１％の個人市民税が減少する予測である。

◆推計方法：直近５年間の一人当たり個人市民税(調定額)の平均により推計

46.3

45.8

44.0
44.2 44.2

43
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46

47

2009 2010 2011 2012 2013

一人当たり個人市民税（千円）

（年）

（千円）

資料：市税概要
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３．根室市財政の影響推計

人口減少に伴い個人市民税は、個人市民税推計のとおり減少する見通しであるが、推移を見ると
人口が減少傾向にあっても、決算規模において特徴的な傾向や人口との関連性は見られない。

根室市の歳入構成は自主財源が２０１３年度（平成２５年度）２６.９％に留まる一方、地方交付税が

４１.３％を占め、国の交付金に大きく依存している。
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1991年 1996年 2001年 2006年 2012年

総数 2,042 2,104 1,923 1,682 1,544

第1次産業 64 45 35 30 51

第２次産業 306 330 307 257 282

第３次産業 1,672 1,729 1,581 1,395 1,211

総数

第1次産業

第２次産業

第３次産業

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

(件)

事業所数の推移

(資料：事業所・企業統計調査、経済センサス―活動調査)

1991年 1996年 2001年 2006年 2012年

総数 16,147 16,183 15,108 13,547 11,031

第1次産業 1,062 694 373 402 461

第２次産業 4,370 4,789 4,345 3,631 3,586

第３次産業 10,715 10,700 10,390 9,504 6,984

総数

第1次産業

第２次産業

第３次産業

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

14,000

16,000

18,000

(人)

従業者数の推移

(資料：事業所・企業統計調査、経済センサス―活動調査)

４．根室市事業所数及び従業者数の推移

「しごとづくり」の観点から、根室市の事業所数推移を見てみると、１９９６年(平成８年)から事業所数

が減少傾向となっており、従業者数の推移も同様に１９９６年(平成８年)以降減少している。

根室市は第３次産業の従業者が最も多いが、特に２００６年(平成１８年)から第３次従業者の減少が

著しい。

２０１３年(平成２５年)に行った市民意識調査

「根室市に住み続けたくない理由」において、

「買い物などの生活利便が悪いから」の回答割

合が２８.３％(１０設問中４位)あり、第３次産業

の減少傾向は生活利便性の更なる低下が予測

される。

第３次産業　小売業事業所数

2009年 2012年 増減

1 1 0

30 26 ▲4

126 100 ▲26

37 30 ▲7

127 110 ▲17

3 8 5

324 275 ▲49

その他の小売業

無店舗小売業

(資料：経済センサス)

計

業種

各種商品卸売業

織物・衣服・身の回り小売業

飲食料品小売業

機械器具小売業

(人)５．従業者数の将来推計

２０１２年(平成２４年)の産業別従業者

割合を基準として、将来人口独自推計の
生産年齢人口を用いて将来従業者の推
計を行う。人口ビジョン対象年である２０
６０年(平成７２年)では、２０１５年(平成２
７年)と比べて４,９６６人(約５０％)減少す
る見込みである。

◆推計方法

①２０１２年（平成２４年）の総従業者人数１１,０３１人÷ 生産年齢人口１７,６９７人
＝生産年齢人口に占める従業者の割合６２.３％（Ａ）

※（Ａ）の割合が２０１５年（平成２７年）以降、変化ないものとして仮定し推計

②将来各年の生産年齢推計人口×（Ａ）＝従業者の推計人口
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(資料：事業所・企業統計調査、経済センサス-活動調査及び根室市将来人口独自
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６．従業者の年齢別構成割合推移

根室市中小企業の従業者年齢別構成割合推移は、各年代の人口の違いを考慮する必要があるもの
の、年金受給開始年齢の引き上げ等により２００３年（平成１５年）以降、６０歳以上の割合が高くなって
いる。２０～２９歳の割合は２００３年（平成１５年）以降減少傾向にあり、従業者年齢においても高齢化
が進行しているといえる。

1998年 2003年 2008年 2013年

15～19歳 2.5% 4.4% 2.3% 2.7%

20～29歳 19.4% 20.7% 18.6% 17.6%

30～39歳 17.8% 18.9% 20.6% 18.6%

40～49歳 25.2% 21.6% 21.7% 21.2%

50～59歳 25.8% 25.4% 24.8% 22.4%

60歳以上 9.3% 9.0% 12.0% 17.4%

15～19歳

20～29歳
30～39歳

40～49歳
50～59歳

60歳以上

0.0%

5.0%

10.0%

15.0%

20.0%

25.0%

30.0%

（％）

従業者の年齢別構成割合

（資料：根室市・根室商工会議所 雇用・給与実態調査報告書 雇用問題について（複数回答可）より作成）

※調査対象：農林漁業・飲食業・公務を除く、調査対象事業所290件、回答事業所78件

19.7

7.6

24.2

18.2

10.6

7.6

1.5
0

7.6

28.4

17.9

23.9

8.9

5.9

3.0 3.0 3.0

6.0

0.0

5.0

10.0
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25.0

30.0

雇用問題の推移

2008年 2013年

（％）

（資料：根室市・根室商工会議所 雇用・給与実態調査報告書 雇用問題について（複数回答可）より作成）

※調査対象：農林漁業・飲食業・公務を除く、調査対象事業所290件、回答事業所78件

７．雇用問題の推移

中小企業側から見た雇用の問題として、「若年の定着率悪い」との回答が２００８年（平成２０年）から

２０１３年（平成２５年）にかけて倍以上に増加しており、２００８年（平成２０年）では「人材確保が困難」
が最も多い。また、両年とも高齢化が挙げられており、雇用の面からも高齢化が問題となっている傾向
が見られる。
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項　　　目
親の事を考える

と戻ってきたい

家の都合のた

め戻ってきたい

根室市で働く場

所があれば

戻ってきたい

Ｕターンに関す

る根室市のサ

ポートが充実し

ていれば戻って

きたい

生活利便性な

ど住みよくなっ

ていれば戻って

きたい

定年退職後に

は戻ってきたい

戻りたい気持ち

はあるが、将来

の生活や子ど

もの教育のこと

を考えると戻れ

ないと思う

戻りたいとは思

わない
わからない

進学希望 20 .7% 8 .6% 15 .5% 5 .2% 8 .6% 5 .2% 23 .3% 21 .6% 20 .9%

就職希望 50 .0% 8 .3% 20 .8% 12 .5% 25 .0% 0 .0% 20 .8% 16 .7% 41 .7%

１．目指すべき将来の方向を検討

人口の「現状分析」及び「将来展望に必要な調査分析」の結果、更には第９期根室市総合計画

「重点プロジェクト」において抽出した今後１０年間のまちづくり主要課題を踏まえ、「選択と集中」

の考え方のもとに、次に述べる３項目を人口ビジョンの将来目指すべき方向とする。

Ⅰ 若い女性が住み続けたいと思う「まちづくり」、また働くことができる「しごとづくり」によって

２０６０年（平成７２年）２０～３９歳の女性人口１,２０３人を目指す。

現状：２０１０年（平成２２年）２０～３９歳の女性人口 ２,９３０人

↓

目標：２０６０年（平成７２年）２０～３９歳の女性人口 １,２０３人

↓

目指すべき将来の姿：純移動率０.１ポイント改善により、社人研将来推計 ２０～３９歳女性人口８８３人から

１,２０３人へ【３２０人減少抑制】

【現状分析】

２０～３９歳女性の将来人口は、日本創成会議が発表した消滅可能性都市の根拠となるなど、人口確保の面から

非常に重要である。このため結婚・出産が多い年代である２０～３９歳女性の定住を図る必要がある。

【市民意識調査】

市内在住高校生男女を対象とした意識調査では、女性進学希望者の半数以上が希望進学先卒業後は根室市外

への就職を希望しており、就職希望者も約２０％が市外への就職を希望する結果となっている。

しかし、その内「将来根室市に戻ってきたい」との希望も多いことから、若い女性が住みたい、住み続けたいと思う

「まちづくり」「しごとづくり」を進める必要がある。

◆「希望する就業地」 【女性回答】

◆将来根室市に戻ってきたいと思いますか

【進学希望者及び就職希望者の「市外への就業希望者」の女性回答、複数回答設問】

根室市, 51.0%

根室市外, 

20.0%

決めていない, 

25.0%

不明, 4.0%【就職希望者】

根室市, 11.5%

根室市外, 

55.8%

決めていない, 

31.7%

不明, 1.0%【進学希望者】



Ⅱ 安定した雇用と新しい人の流れをつくり、２０６０年（平成７２年）の生産年齢人口７,９７０人

を目指す。

現状：２０１０年（平成２２年）生産年齢人口 １７,９０１人
↓

目標：２０６０年（平成７２年）生産年齢人口 ７,９７０人
↓

目指すべき将来の姿：純移動率０.１ポイント改善により、社人研将来推計 生産年齢人口５,８４２人

から７,９７０人へ【２,１２８人減少抑制】

【現状分析】

将来人口に及ぼす自然増減・社会増減の影響度分析では、自然増減影響度「３」に対し

社会増減影響度「４」となっており、このことから社会動態の増加をもたらす転入増加対策

（または転出抑制対策）が効果的であることから、重点的に取り組む必要がある。

【市民意識調査】

転出者を対象とした意識調査では、「また根室に住んでみたい」と思う割合が根室市出身者

では「条件が合えば住んでみたい」との回答が３９.８％あり、その条件として「仕事の確保」が

最も多い条件となっている。このことから、安定した雇用対策等の「しごとづくり」が重要である。

◆また根室市に住んでみたいと思うか【転出者回答】

◆また根室市に住んでみたいと思えるための条件【転出者回答：複数回答可設問】

【根室市出身者】 【根室市外出身者】

最大の条件１位：仕事の確保ができれば 最大の条件１位：医療・介護・福祉が充実すれば

最大の条件２位：医療・介護・福祉が充実すれば 最大の条件２位：通学・通院等、移動に関する

交通環境が充実すれば
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条件が合えば

住んでみたい, 

39.8%

住みたくない, 

20.3%

住んでみたい, 

20.3%

わからない, 

17.8%

不明, 1.7%【根室市出身者】

住みたくない, 

38.6%

条件が合えば

住んでみたい, 

30.8%

わからない, 

18.1%

住んでみたい, 

11.2%

不明, 1.2%【根室市外出身者】



Ⅲ 若い世代の結婚、出産、子育ての希望をかなえ、合計特殊出生率向上を目指す。

現状：２０１１年（平成２３年）合計特殊出生率 １.３７
↓

目標：２０２５年（平成３７年）合計特殊出生率 １.６１
↓

目指すべき将来の姿
２０６０年（平成７２年）人口推計：現状１.３７＝総人口１４,３４６人、目標１.６１＝総人口１５,２６２人へ【９１６人減少抑制】

【現状分析】

人口維持水準とされる合計特殊出生率２．０７に対し、根室市の合計特殊出生率は２０１１年（平成２３

年）では１.３７となっている。長期的な人口の減少を縮減し、少子高齢化となった年代間のバランス是正

のためにも、合計特殊出生率の向上を図る必要がある。

【市民意識調査】

市内在住２０～３９歳男女を対象とした結婚・出産・子育て意識調査では、結婚・出産・子育てに共通

して経済的な不安があると答えた割合が多く、経済面の不安を軽減することにより、結婚及び出生率の

向上を図る必要がある。また、出産・子育てでは医療環境の充実を望む声が多く、出生率向上に向けた

医療環境の充実は非常に重要であり、早急な対策が必要である。

◆根室市内で結婚するとした場合、どのようなことが不安に思いますか

【独身者回答、複数回答可設問、上位３位】

最大の理由 １位：収入が少ないので経済的負担が心配・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・５６.６％

２位：異性との出会いの場がないので結婚相手がみつかるか不安・・・・・・・・４５.１％

３位：結婚後の住環境が不安（希望する住宅に住めるか） ・・・・・・・・・・・・・・・２８.３％

◆今後、根室市で出産・子育てをする上で、どのようなことに期待しますか

【既婚者・独身者回答、上位３位】

【 既 婚 者 】 【 独 身 者 】

１位 医療環境の充実 １位 医療環境の充実

（産婦人科・小児科充実） （産婦人科・小児科充実）

２位 子育て世帯への経済的支援充実 ２位 子育て世帯への経済的支援充実

３位 保育所・幼稚園等での保育サービス充実 ３位 子育てに対する職場の理解が進むこと

◆子供の人数について【既婚者回答】
【理想の子どもの人数：２.６４人】 【現在の子どもの人数１.４４人】 【実際にもてると考える子どもの人数２.０７人】

◆理想とする子供の人数より実際の子供の人数が少ない場合、その理由

【既婚者回答、複数回答可能設問、上位３位】

１位 高校、大学等の教育費にお金がかかるから・・・・・・・・・・・・・・・・・２１.１％

２位 医療環境が不安だから・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１９.０％

３位 出産費用等の経済的負担が大きいから ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１６.０％
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第７章 将来展望

２．人口ビジョン総括

現代社会が多様化し、一人ひとりが様々な価値観を持つなか、日本は本格的な人口減少時代を迎え

ることとなる。人口が増加する中で構築された、社会構造やまちづくりを転換し、 人口減少時代に合わ

せた考え方へ改めなければならない時機となっている。

このような状況のもと、根室市人口ビジョンは人口増加を目標としたものではなく、あくまで人口減少を

抑制するという視点で策定したものであり、人口減少を悲観的に捉えることなく、前向きな視点で「まち・

ひと・しごと」創生に取り組むことが重要である。

根室市人口の将来展望は、社人研の将来人口推計では２０６０年(平成７２年)に総人口１１,５５４人と

なるが、合計特殊出生率の向上による９１６人の減少抑制（自然減少抑制）、転出超過対策による２,７９

２人の減少抑制（社会減少抑制）を図ることによって、年齢３区分人口の割合を改善しながら、全体で社

人研将来人口推計から３,７０８人の人口減少を抑制し、根室市総人口１５,２６２人の確保を目指す。

年齢３区分人口推計比較

社人研推計 根室市推計
(対策を行わない場合) (出生率増加・転出抑制) 社人研推計 根室市推計

注：年齢３区分人口と推計総人口は端数の関係で一致しない場合がある。

区　　　分

▲13,936

増　　　減

根室市-社人研

517

2,128

1,062

3,708

▲2,932 ▲1,870

２０６０年(平成７２年)推計
2010年(平成22年)

人口

総人口 29,198 11,554 15,262

3,565

17,901

7,732

1,430

7,970

5,862

年少人口

生産人口

老年人口

913

5,842

4,800

▲17,644

２０６０年－２０１０年

▲2,652 ▲2,135

▲12,059 ▲9,931

年齢３区分割合推計比較

社人研推計 根室市推計
(対策を行わない場合) (出生率増加・転出抑制) 社人研推計 根室市推計

▲3.1老年人口 26.5％ 41.5％ 38.4％ 15.0 11.9

1.5

生産人口 61.3％ 50.6％ 52.2％ ▲10.7 ▲9.1 1.6

年少人口 12.2％ 7.9％ 9.4％ ▲4.3 ▲2.8

区　　　分
2010年(平成22年)

人口

２０６０年(平成７２年)推計 増　　　減　　　(単位：ポイント)

２０６０年－２０１０年
根室市-社人研
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資料：国勢調査、根室人口将来推

国勢調査人口

２００海里
規制

１９７７

北方領土
不法占拠
１９４５

サケマス
沖獲禁止
１９９１ 沖合マダラ

漁獲削減
２０００

推計人口
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